
品川区商店街サポーター事業助成金交付要綱 

 

制定 令和 2 年 6 月 1 日 区長決定 要綱第 148 号 

改正 令和 3年 6 月 21日 区長決定 要綱第 196号 

改正 令和 4 年 4 月 1 日 区長決定 要綱第 167 号

改正 令和 6年 4月 1日 区長決定 要綱第  21号

改正 令和 8年 4月 1日 区長決定 要綱第  56号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、商店街が抱える課題やニーズを把握し、商店街の運営や活動をサポートすること

で、区民の生活とにぎわいの中心である商店街の維持および活性化を図ることを目的とする。 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）エリアサポーター事業 品川区商店街連合会（以下「区商連」という。）から派遣された者が、商

店街が抱える課題やニーズを解決・実現するため、区商連および品川区と連携しながらアドバイス

や調整などのサポートを行う事業をいう。 

（２）アドバイザー派遣事業 中小企業診断士、税理士、弁護士等の専門家、商店街関係者等の商店街

活動に関して専門的知識および経験を有する者に対し指導、助言等を依頼する事業をいう。 

（３）業務サポーター事業 区商連や商店街から依頼を受けた者（商店街 OB 等の区商連に登録のある

者）が、商店街の助成金申請処理や商店街に届いたチラシ等の会員への配布や情報共有、会費の徴

収等、日常的な商店街の業務サポートのほか、イベント実施にあたっての企画、会場の設営などを

行う事業をいう。 

（助成対象者） 

第３条 この要綱に基づく品川区商店街サポーター事業助成金（以下「助成金」という。）の交付を申請

することができる者（以下「助成対象者」という。）は、区商連とする。 

（助成対象事業および経費） 

第４条 区長は、助成対象者が実施する別表助成対象の事業名の欄に掲げる事業のうち、同表助成対象

経費の欄に掲げるものを対象として、助成金を交付する。 

 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、予算の範囲内において、別表の第３欄に定める限度額と、助成対象経費に同表

の第４欄に定める助成率を乗じた額（1 千円未満の端数は切り捨て）を比較し、いずれか低い額とす

る。 

（助成金の交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする助成対象者は、助成金交付申請書（第１号様式）により区長に

提出しなければならない。 

（助成金の交付決定） 

第７条 区長は、前条の申請があった場合において、助成金を交付することを適当と認めるときは、助

成金交付決定通知書（第２号様式）により当該助成対象者（以下「助成事業者」という。）に通知する

ものとする。 



２ 区長は、前項の決定に際して、必要な条件を付することができる。 

（助成事業の内容変更等） 

第８条 助成事業者は、助成事業の内容を変更しようとするとき、または助成事業を中止しようとする

ときは、区長が認める軽微な変更を除き、あらかじめ変更等承認申請書（第３号様式）により区長に

申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請を受けた場合において、承認することを適当と認めるときは、変更等承認決定

通知書（第４号様式）により助成事業者に通知するものとする。 

（遅延等の報告） 

第９条 助成事業者は、助成事業が予定の期間内に完了しないときまたは助成事業の遂行が困難となっ

たときは、速やかに理由その他必要な事項を区長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（非常災害の場合の処置） 

第 10 条 区長は、助成事業者が非常災害等により被害を受けたため助成事業の遂行が困難となったと

きは、必要に応じ、特別な措置を指示するものとする。 

（実績報告） 

第 11 条 助成事業者は、助成事業が完了したとき（第８条第２項の規定による助成事業の中止の承認

を受けたときを含む。）または助成金の交付決定日の属する会計年度が終了したときは、必要な書類

等を添えて、速やかに実績報告書（第５号様式）を区長に提出しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第 12 条 区長は、前条の報告があった場合において、助成事業の成果が助成金の交付決定の内容およ

びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成金額確定通知

書（第６号様式）により助成事業者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により交付すべき助成金の確定額は、助成事業の実施に要した経費の額または交付決定

した助成金の額のうち、いずれか少ない額とする。 

（助成金の請求）  

第 13条 助成事業者は、前条第１項の通知を受けたときは、速やかに請求書（第７号様式）を区長に提

出しなければならない。 

（助成金の概算払い） 

第 14 条 助成事業者は、前条の規定にかかわらず、第２条第３号に定める事業に関して、助成金の概

算払いを受けようとするときは、第７条の規定による交付決定後、概算払請求書（第８号様式）によ

り区長に助成金の概算払いを請求しなければならない。この場合において、第１２条の規定により交

付すべき助成金の額が確定したときは、速やかに助成金精算書（第９号様式）により精算しなければ

ならない。 

（交付決定の取消し） 

第 15 条 区長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金の交付決定の全部また

は一部を取り消すことができる。  

（１）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

（２）助成金を他の用途に使用したとき。 

（３）助成金の交付決定の内容またはこれに付した条件に違反したとき。 

２ 前項の規定は、第 12 条の規定により交付すべき助成金の額の確定があった後においても適用があ

るものとする。 



（助成金の返還） 

第 16条 区長は、助成金の交付を取り消した場合において、助成事業の当該取消しに係る部分に関し、 

既に助成事業者に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。 

２ 区長は、助成事業について交付すべき助成金の額の確定をした場合において、既にその額を超える

額が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。 

（違約加算金） 

第 17条 区長は、第 15条の規定により、この助成金の交付決定の全部または一部を取り消した場合に 

おいて、助成金の返還を命じたときは、助成金を受領した日から返還の日までの日数に応じ、助成金

の額（一部を返還した場合のその後の期間は既返還額を控除した額とする。）につき、年 10.95％の割

合で計算した違約加算金（100円未満は切り捨てるものとする。）を納付させるものとする。 

２ 前項に定める年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても 365日当たりの割合とする。 

（違約加算金の計算） 

第 18 条 前条第 1 項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、助成事業者の納付した金

額が返還を命じた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた助成金の額に

充てるものとする。 

２ 前条第 1項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、返還を命じた助成金の未納付額 

の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係わる違約加算金の基礎となる未納付額

は、その納付額を控除した額によるものとする。 

（助成金の経理等） 

第 19 条 助成事業者は、助成事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠書類を整理し、

かつ、これらの書類を助成事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならな

い。 

（検査） 

第 20 条 助成事業者は、区長が助成事業の運営および経理等の状況について検査を求めたときは、こ

れに応じなければならない。 

（適用） 

第 21条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付については品川区補助金等交付規則（昭和 39年

4月 1日規則第 4号）の規定を適用する。 

（委任） 

第 22条 この要綱の施行について必要な事項は、別に地域振興部長が定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和 2年 6月 1日から適用する。 

   付 則 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から適用する。 

付 則 

この要綱は、令和 4年 4月 1日から適用する。 

  付 則 

この要綱は、令和 6年 4月 1日から適用する。 

  付 則 



この要綱は、令和 8年 4月 1日から適用する。 

 

 

別 表（第 4 条、第 5 条関係） 

助成対象事業名 助成対象経費 限度額等 助成率 

１．エリアサポーター事業 エリアサポーター派遣に要し

た人件費 

1 商店街（エリア）あたり 

月額 50 千円 

10/10 

２．アドバイザー派遣事業 決算書、規約、役員名簿等整

備（アドバイス）に要した人

件費 

1 商店街あたり 20 千円 10/10 

決算書、規約、役員名簿等整

備（作業）に要した人件費 

1 商店街あたり 30 千円 

中小企業診断士、弁護士等の

中長期支援に要した人件費 

1 商店街あたり 100 千円 

中小企業診断士等の短期派遣

に要した人件費 

1 商店街あたり 20 千円 

３．業務サポーター事業 業務サポーター派遣に要した

人件費 

1 商店街あたり月額 50 千円 10/10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１号様式（第6条関係）

品 川 区 長　あて

申 請 者

代 表 者
役職名・氏名

住　　所

計画書　　別紙１

予算書　　別紙２

FAX 番 号

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

氏 名

(２) 連 絡先
電話 番号

３． 事 業 内 容 (１)

(２)

４． 担 当 者 (１)

年 月 日

助成金交付申請書

２． 事 業 名

　下記のとおり、助成金の交付を申請します。

記

１． 助 成 金 の 種 別 品川区商店街サポーター事業助成金



 

第１号様式 別紙１（第6条関係）

１．事業名

２．派遣期間

３．派遣予定者および派遣商店街（エリア）

４．商店街の現状、課題

５．サポーターの活動内容

６．特記事項

⑤

④

③

②

所　　属 氏　　名 派遣商店街（エリア）

①

計　画　書

年 月 から 年 月 まで

商店街振興事業名 品川区商店街サポーター事業助成金



 

第１号様式 別紙２（第6条関係）

（単位：円）

※記載欄不足の場合は、適宜行を挿入し記載すること。

※「助成金交付申請額D」について

・算出した額に1,000円未満の端数が生じた場合、端数は切り捨てとなります。

・算出した額が助成限度額を超過した場合、助成限度額が助成金交付申請額となります。

予　算　書

№ 経費名称 数量 単　価 金　額 備　　考
対象経費 対象外経費

区　　分 積立金 負担金 借入金 その他

商店街負担額Eの内訳

助成対象経費計B
助成金交付申請額D

(=B×C)
商店街負担額Ｅ

(=A-D)

10/10

総事業費計Ａ 対象経費計Ｂ

助成率C

（助成限度額）



 

第２号様式（第7条関係）

　様

品川区長　　森澤　恭子

４． そ の 他

３． 交 付 決 定 額

１． 助成金の種別 品川区商店街サポーター事業助成金

２． 事 業 名

第 号
年 月 日

助成金交付決定通知書

　　　年　　月　　日付で申請があった助成金の交付について、下記のとおり決定したので通
知します。

記



 

第３号様式（第8条関係）

品 川 区 長　あて

申 請 者

代 表 者
役職名・氏名

住　　所

年 月 日

変更等承認申請書

　　　年　　月　　日付　　　　　　　第　　号で助成金の交付決定通知があった助成事業の
内容を変更（*中止）したいので、下記のとおり申請します。

事 業 名

４． 変更(*中止)理由

記

１． 助 成 金 の 種 別 品川区商店街サポーター事業助成金

３． 変更(*中止)内容

２．



 

第４号様式（第8条関係）

品川区長　　

３． 承 認 内 容

４． 付 帯 条 件

２． 事 業 名

第 号
年 月 日

変更等承認決定通知書

　　　　　　年　　月　　日付で申請があった助成事業の内容の変更（*中止）について、
下記のとおり承認します。

記

　様

１． 品川区商店街サポーター事業助成金助 成 金 の 種 別



 

 

第５号様式（第11条関係）

品 川 区 長　あて

申 請 者

代 表 者
役職名・氏名

住　　所

実施報告書　　別紙１

決算書　　　　別紙２

FAX 番 号

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

氏 名

(２) 連絡先
電話番号

３． 実施事業の報告 (１)

４． 担 当 者 (１)

年 月 日

実績報告書

２． 事 業 名

(２)

　　　年　　月　　日付　　　　　　　第　　号で助成金の交付決定通知のあった助成事業が
完了したので、下記のとおり報告します。

記

１． 助 成 金 の 種 別 品川区商店街サポーター事業助成金



 

 

第５号様式 別紙１（第11条関係）

１．事業名

２．派遣期間

３．活動内容

４．活動成果

５．今後の課題

６．特記事項

実　施　報　告　書

商店街振興事業名 品川区商店街サポーター事業助成金

年 月 月 までから 年



 

  

第５号様式 別紙２（第11条関係）

（単位：円）

※記載欄不足の場合は、適宜行を挿入し記載すること。

※「助成金確定額Ｄ」について

・算出した額に1,000円未満の端数が生じた場合、端数は切り捨てとなります。

・算出した額が助成金交付決定額を超過した場合、助成金交付決定額が助成金確定額となります。

商店街負担額Ｅの内訳

助成率Ｃ

(助成金交付決定金額)

10/10

助成金確定額Ｄ
(=B×C)※千円未満端数切捨て

商店街負担額Ｅ
(=A-D)

区　　分 積立金 負担金 借入金 その他

合　計　

総事業費計Ａ 対象経費計Ｂ

助成対象経費Ｂ

決　算　書

№ 経費名称 数量 単　価 金　額 備　　考
対象経費 対象外経費



 

第６号様式（第12条関係）

　様

品川区長　　

(１)交付決定額

(２)確　定　額

４． 入 金 予 定 日

５． そ の 他

３． 助成金確定額

１． 助成金の種別 品川区商店街サポーター事業助成金

２． 事 業 名

第 号
年 月 日

助成金額確定通知書

記

　　　年　　月　　日付　　　　　　　第　　号で交付決定した助成金について、提出された
実績報告書を審査した結果、助成事業の成果が当該助成金の交付決定の内容及びこれに付した
条件に適合すると認められ、下記のとおり助成金の額を確定したので通知します。



 

  

第７号様式（第13条関係）

品 川 区 長　あて

申 請 者

代 表 者
役職名・氏名

住　　所

円

捨印

　　　　　年　　月　　日付　　　　　　第　　号で確定額の通知があった助成金について、
下記のとおり請求します。

記

１． 助 成 金 の 種 別 品川区商店街サポーター事業助成金

２． 事 業 名

３． 請 求 額

請　求　書

年 月 日

㊞



 

 

第８号様式（第14条関係）＊概算払の場合

品 川 区 長　あて

申 請 者

代 表 者
役職名・氏名

住　　所

円
（内訳）

円
円
円
円

２． 事 業 名

年 月 日

㊞

概算払請求書

　　　　　年　　月　　日付　　　　　　第　　号をもって交付決定通知のあった事業につい
て、下記のとおり請求します。

記

１． 助 成 金 の 種 別 品川区商店街サポーター事業助成金

４． 請 求 額

３． 概算払請求理由

捨印

交 付 決 定 額　

概算払受領済額

今 回 請 求 額　

 残額



 

第９号様式（第14条関係）＊概算払の場合

品 川 区 長　あて

申 請 者

代 表 者
役職名・氏名

住　　所

円

円

円

円

円

助成金精算書

年 月 日

㊞

３． 精 算 額 等

捨印

(３)概算払受領額

　　　　年　　月　　日付　　　　　　第　　号で確定額の通知があった事業が完了したの
で、下記のとおり請求します。

記

１． 助 成 金 の 種 別 品川区商店街サポーター事業助成金

２． 事 業 名

(１)精算額(確定額)

(２)交付決定額

(４)返還予定額　

(５)追給予定額


